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障がい福祉にかかる国の動向について 

 

●「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和３年４月施行）における重

層的支援体制整備事業の創設 

重層的支援体制整備事業とは、市町村における既存の相談支援等の取り組みを活かしつつ、地域住民の

複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、Ⅰ 相談支援、Ⅱ 参加支

援、Ⅲ 地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業を創設するものです。市町村の手あげによる任

意事業ですが、実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援を創設することが必須条件となっています。 

 

Ⅰ 相談支援        相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業におい

て相談を受け止める。複雑化・複合化した事例については、各分野の相

談支援関係者へつなぐ多機関協働事業により、課題の解きほぐしや関係

機関間の役割分担を円滑に連携することを目指す。長期にわたりひきこ

もりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人の場合に

は、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業により本人との関係性の構

築に向けて支援をする。 

Ⅱ 参加支援        介護・障害・子ども・困窮等の既存制度では対応できない狭間のニーズ

に対応するため、本人のニーズと地域の資源との間を取り持つことで多

様な資源の開拓を行い、本人・世帯の状態に寄り添って、社会とのつな

がりを回復する参加支援事業を実施する。長く社会とのつながりが途切

れている者に対しては性急な課題解決を志向せず、段階的で時間をかけ

た支援を行う。 

Ⅲ 地域づくりに向けた支援 地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、

他事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめざ

す。住民同士が出会い参加することのできる場や居場所づくりや、ケア・

支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生み出すコーディネートを行

う。 
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重層的支援体制整備事業のもと相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援という３つの支援に一体

的に取り組むことで、以下の例に挙げるような相互作用を生み出すことを目指しています。 

 

〇「相談支援」において浮かび上がったニーズを、「参加支援」で開拓した就労や一時的な住まいの提

供などの地域資源に繋げる。 

〇「地域づくりに向けた支援」により地域の人と人とのつながりが強化され、個人や世帯が抱える課題

に対する地域住民の気づきを生まれやすくすることで、周囲の人が課題を抱える本人に声かけをす

ることなどを通じて「相談支援」へ早期に繋がる。 

 

さらに、各分野の関係者が一体的な事業に取り組むにあたり議論する場が生まれることで、地域の課題

感を共有し、解決に向けて早期にともに歩みやすい環境が整うといった効果も期待されます 

 

●「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）」（令和３年９月施行） 

医療的ケア児支援法は、医療的ケア児を子育てする家族の負担を軽減し、医療的ケア児の健やかな成長

を図るとともに、その家族の離職を防止する目的で作られました。 

法律の成立により、障害や医療的ケアの有無にかかわらず、安心して子どもを産み育てることができる

社会を目指します。 

この法律が施行されることにより、これまで改正障害者総合支援法で各省庁および地方自治体の「努力

義務」とされてきた医療的ケア児への支援が、「責務」に変わります。 

法律の施行に伴い、各自治体は、保育所、認定こども園、家庭的保育事業等（家庭的保育事業、小規模

保育事業、事業所内保育事業）や放課後児童健全育成事業、学校（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）での医療的ケア児の受け入れに向けて支援体制を拡充し

ていく必要があります。 

具体的には、各自治体は、医療的ケア児が家族の付き添いなしで希望する施設に通えるように、保健

師、助産師、看護師若しくは准看護師又は喀痰吸引等を行うことができる保育士若しくは保育教諭の配

置をします。 

 

●「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の一部を改正する法律」 

（令和３年６月公布） 

障害者差別解消法は平成 28 年４月に施行され、その後３年を経過した場合、事業者による合理的配慮

のあり方等の見直しを行う旨の規定がされていました。 

第 204 回通常国会において令和３年５月 28日に改正法が成立し、６月４日に公布され、公布の日から

起算して３年を超えない範囲に政令で定める日が施行日となりました。 

障害を理由とする差別の解消の一層の推進を図るため、事業者に対し社会的障壁の除去の実施につい

て必要かつ合理的な配慮をすることを義務付けるとともに、行政機関相互間の連携強化を図るほか、障

害を理由とする差別を解消するための支援措置を強化する措置を講じます。 
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１．国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加 

国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策の効率的かつ効

果的な実施が促進されるよう、適切な役割分担を行うとともに、相互に連携を図りながら協力しなけ

ればならないものとする。 

 

２．事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化 

事業者による社会的障壁（障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよう

な社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの）の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮

の提供について、現行の努力義務から義務へと改める。 

 

３．障害を理由とする差別を解消するための支援措置の強化 

（１）基本方針に定める事項として、障害を理由とする差別を解消するための支援措置の実 

施に関する基本的な事項を追加する。 

（２）国及び地方公共団体が障害を理由とする差別に関する相談に対応する人材を育成し又はこれを

確保する責務を明確化する。 

（３）地方公共団体は、障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報（事例等）の収

集、整理及び提供に努めるものとする。 

 

●「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律（障害者情報アク

セシビリティ・コミュニケーション施策推進法）」（令和４年５月公布・施行） 

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法は、すべての障がい者が、あらゆる分野

の活動に参加するためには、情報の十分な取得利用や円滑な意思疎通が極めて重要であることから、障

がい者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進し、共生社会の実現に資するために

制定されました。 

すべての障がい者があらゆる分野の活動に参加するためには情報の十分な取得利用や円滑な意思疎通

が極めて重要であることから、障がい者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進し、

共生社会の実現に資することを目的としています。 

 

 基本理念 

１．障がいの種類や程度に応じた手段を選択できるようにする。 

２．日常生活や社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情報取得等ができるようにする。 

３．障がい者でない者と同一内容の情報を同一時点において取得できるようにする。 

４．高度情報通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用を通じて行う（デジタル社会） 

 

 

 

 

 



4 

●「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」 

（令和４年 12 月可決、令和６年４月施行） 

障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活を実現するため、①障害者

等の地域生活の支援体制の充実、②障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上

の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備、④難病患者及び小児慢性特定疾病児童

等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化、⑤障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性

特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備等の措置を講ずる。 

 

１．障害者等の地域生活の支援体制の充実【障害者総合支援法、精神保健福祉法】 

①共同生活援助（グループホーム）の支援内容として、一人暮らし等を希望する者に対する支援や退居

後の相談等が含まれることを、法律上明確化する。 

②障害者が安心して地域生活を送れるよう、地域の相談支援の中核的役割を担う基幹相談支援センタ

ー及び緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等の整備を市町村の努

力義務とする。 

③都道府県及び市町村が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に

課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これらの者の心身の状態に応じた適切な支援

の包括的な確保を旨とすることを明確化する。 

 

２．障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進【障害者総合支援法、障害

者雇用促進法】 

①就労アセスメント（就労系サービスの利用意向がある障害者との協同による、就労ニーズの把握や能

力・適性の評価及び就労開始後の配慮事項等の整理）の手法を活用した「就労選択支援」を創設する

とともに、ハローワークはこの支援を受けた者に対して、そのアセスメント結果を参考に職業指導等

を実施する。 

②雇用義務の対象外である週所定労働時間 10 時間以上 20 時間未満の重度身体障害者、重度知的障害

者及び精神障害者に対し、就労機会の拡大のため、実雇用率において算定できるようにする。 

③障害者の雇用者数で評価する障害者雇用調整金等における支給方法を見直し、企業が実施する職場

定着等の取組に対する助成措置を強化する。 

 

３．精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備【精神保健福祉法】 

①家族等が同意・不同意の意思表示を行わない場合にも、市町村長の同意により医療保護入院を行うこ

とを可能とする等、適切に医療を提供できるようにするほか、医療保護入院の入院期間を定め、入院

中の医療保護入院者について、一定期間ごとに入院の要件の確認を行う。 

②市町村長同意による医療保護入院者を中心に、本人の希望のもと、入院者の体験や気持ちを丁寧に聴

くとともに、必要な情報提供を行う「入院者訪問支援事業」を創設する。また、医療保護入院者等に

対して行う告知の内容に、入院措置を採る理由を追加する。 

③虐待防止のための取組を推進するため、精神科病院において、従事者等への研修、普及啓発等を行う

こととする。また、従事者による虐待を発見した場合に都道府県等に通報する仕組みを整備する。 
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４．難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化【難病法、

児童福祉法】 

①難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する医療費助成について、助成開始の時期を申請日から

重症化したと診断された日に前倒しする。 

②各種療養生活支援の円滑な利用及びデータ登録の促進を図るため、「登録者証」の発行を行うほか、

難病相談支援センターと福祉・就労に関する支援を行う者の連携を推進するなど、難病患者の療養生

活支援や小児慢性特定疾病児童等自立支援事業を強化する。 

 

５．障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベース（ＤＢ）に関する規定

の整備【障害者総合支援法、児童福祉法、難病法】 

障害ＤＢ、難病ＤＢ及び小慢ＤＢについて、障害福祉サービス等や難病患者等の療養生活の質の向

上に資するため、第三者提供の仕組み等の規定を整備する。 

 

６．その他【障害者総合支援法、児童福祉法】 

①市町村障害福祉計画に整合した障害福祉サービス事業者の指定を行うため、都道府県知事が行う事

業者指定の際に市町村長が意見を申し出る仕組みを創設する。 

②地方分権提案への対応として居住地特例対象施設に介護保険施設を追加する 

 

※施行期日：令和６年４月１日（ただし、２①及び５の一部は公布後３年以内の政令で定める日、３②の

一部、５の一部及び６②は令和５年４月１日、４①及び②の一部は令和５年 10月１日） 

 


